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株主の皆さまへ

株主の皆さまには、平素格別のご支援ご鞭撻を賜り、厚く御礼申し上げます。

ここに当社第70期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）の事業の概況及

び決算の状況をご報告申し上げます。

　よろしくご高覧賜りますようお願いいたします。

　2020年６月
代表取締役社長 鈴 木 均
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１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費、設備投資、公共投資等の内需が好調を維
持し、景気の緩やかな回復基調で推移したものの、年度終盤にかけては、米中貿易問題の深刻
化や新型コロナウイルスの感染拡大に伴う世界経済の停滞が顕在化し、景気の先行き不透明感
は一段と高まる状態となりました。オフィスマーケットにつきましては、都心部の大規模新築
オフィスビルの需要は依然高く、空室率は低水準で推移し、賃料水準も上昇傾向が続いており
ますが、今後は新型コロナウイルスの感染拡大による企業の事業縮小や雇用環境の悪化等に起
因する需給環境の変化には注視が必要となります。また、建設業界におきましては、工事受注
は底堅く推移しているものの、新型コロナウイルスの影響による一部建築資材の不足の発生や
外出自粛要請による建設技能労働者の確保が難しくなることが予想され、工事の進捗に遅延が
でてくるものと思われます。
　このような状況下、当社は営業企画部の強化を図り、新規顧客及び新商材の獲得に努めてま
いりました。2019年５月にはビル管理事業のサービス領域の拡大を目的に、サンビル株式会
社と資本業務提携を実施致しました。
　当社グループの業績につきましては、売上高3,264,673千円（前期比31.8％増）、営業利益
518,280千円（同66.5％増）、経常利益527,880千円（同63.4％増）、親会社株主に帰属する
当期純利益346,425千円（同60.9％増）となり、計画を大幅に上回る結果となりました。
　なお、セグメントの業績は、次のとおりであります。

〔リニューアル事業〕
大規模なオフィスの内装工事を受注した結果、売上高1,433,642千円（前期比90.1％増）、
営業利益296,577千円（同240.9％増）となりました。

〔駐車場運営事業〕
駐車場の稼働が好調に推移したものの、駐車場の閉鎖費用や新規開設準備費用を計上した
結果、売上高1,308,452千円（前期比8.8％増）、営業利益165,064千円（同2.2％減）と
なりました。

〔住宅・ビル管理事業〕
トイレットペーパーなど衛生消耗品の販路が介護施設や医療施設へと拡大した結果、売上
高469,250千円（前期比1.4％増）、営業利益29,280千円（同19.9％増）となりました。

〔保険代理事業〕
工事保険が減少した結果、売上高53,328千円（前期比6.6％減）、営業利益27,357千円
（同1.2％減）となりました。
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　事業別売上高

事 業
当 連 結 会 計 年 度

売上高（千円） 構成比（％） 前連結会計年度比（％）
リ ニ ュ ー ア ル 事 業 1,433,642 43.9 ＋90.1

駐 車 場 運 営 事 業 1,308,452 40.1 ＋8.8

住 宅 ・ ビ ル 管 理 事 業 469,250 14.4 ＋1.4

保 険 代 理 事 業 53,328 1.6 △6.6

合 計 3,264,673 100.0 ＋31.8

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（2）設備投資の状況
特記すべき事項はありません。

（3）資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

（5）他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

（6）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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（8）財産及び損益の状況の推移
①企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第67期
（2017年３月期）

第68期
（2018年３月期）

第69期
（2019年３月期）

第70期
（2020年３月期）

売 上 高 （千円） 2,403,847 2,235,444 2,476,698 3,264,673
経 常 利 益 （千円） 396,188 264,538 323,028 527,880
親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 254,287 174,967 215,269 346,425
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 23.60 162.43 199.91 321.76
総 資 産 （千円） 3,129,473 3,339,230 3,493,528 4,354,144
純 資 産 （千円） 2,522,989 2,654,691 2,819,662 3,122,090
（注）2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合したため、第68期の期首に当該株式併

合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

②当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第67期
（2017年３月期）

第68期
（2018年３月期）

第69期
（2019年３月期）

第70期
（2020年３月期）

売 上 高 （千円） 2,019,617 1,920,906 2,150,627 2,955,238
経 常 利 益 （千円） 330,286 213,432 270,610 478,944
当 期 純 利 益 （千円） 212,085 143,767 180,740 314,001
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 19.68 133.47 167.84 291.64
総 資 産 （千円） 2,793,270 2,887,921 3,116,711 3,906,585
純 資 産 （千円） 2,445,382 2,545,885 2,676,326 2,946,329
（注）2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合したため、第68期の期首に当該株式併

合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。
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（9）重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係
当社の親会社は株式会社森トラスト・ホールディングス、森トラスト株式会社でありま
す。
森トラスト株式会社は当社の株式574千株（議決権比率53.52％）を直接所有しておりま
す。同社の主要な事業内容は都市開発、ホテルの経営及び投資事業であります。
株式会社森トラスト・ホールディングスは、当社の議決権比率53.52％を間接所有してお
ります。同社は関係会社間融資を含むグループファイナンス業務を行っております。
なお当社と森トラスト株式会社の事業に係る位置づけは次のとおりであります。

リニューアル

森トラスト株式会社が所有しておりますビルや住宅等の内装工事、リニュ
ーアル工事を請負っております。
また、森トラスト株式会社が所有しております不動産の外構工事等の請負
及び設計施工監理をしております。

駐車場運営 森トラスト株式会社が所有しております駐車場の運営管理等を受託してお
ります。また、森トラスト株式会社より駐車場を賃借しております。

住宅・ビル管理 森トラスト株式会社が所有しております不動産の運営管理等を受託してお
ります。

②親会社等との間の取引に関する事項
当社は、親会社等との取引に関して、市場実勢価格や市場金利等を勘案して取引条件を決

定しておりますので妥当性はあると考えております。また、当該取引の実施の可否等につき
ましては、当社経営会議、取締役会において多面的な議論を経たうえで、最終的な意思決定
を当社独自で行っており、意思決定手続きの正当性に問題はなく、これらの取引は当社の利
益を害することはないと当社の取締役会は判断しております。
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③重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 当社の
出資比率 主要な事業内容

東洋ハウジング管理株式会社 10百万円 100％ 不動産の賃貸管理及び運営業務他

森トラスト保険サービス株式会社 10百万円 100％ 損害保険代理

（注）上記の重要な子会社はすべて連結子会社であります。

④事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（10）対処すべき課題
安定的な収益基盤の維持と、これまで蓄積された内部留保資金を用いた成長投資と配当
による株主還元のバランスをとりながら、将来にわたる企業価値の向上を図ることを重要
課題と認識し、取り組んでまいります。また事業規模の拡大、グループ外顧客獲得のため
の営業強化と人財育成に注力してまいります。
株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げま
す。

（11）主要な事業内容（2020年３月31日現在）
① ビル、住宅等のリニューアル工事
② 月極及び時間貸駐車場の運営
③ 住宅、ビルの運営管理
④ 損害保険代理

（12）主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）
① 当 社
本 社：東京都港区麻布台二丁目４番５号

② 子会社 東洋ハウジング管理株式会社（本社：東京都港区）
森トラスト保険サービス株式会社（本社：東京都港区）
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（13）使用人の状況（2020年３月31日現在）
① 企業集団の従業員数

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
　 35（12）名 　 2名増 （―名）

（注） 従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グ
ループへの出向者を含むほか、人材会社からの派遣社員は除く。）であります。また、臨時雇用者数は、
（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の従業員数
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
　27（7）名 　 1名増（1名増） 　 48.2歳 　 7年8ヵ月

（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、人材会社
からの派遣社員は除く。）であります。また、臨時雇用者数は、（ ）内に年間の平均人員を外数で記載
しております。

（14）主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）
該当事項はありません。

（15）その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2020年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 3,000,000株
（2）発行済株式の総数 1,079,600株
（3）株主数 1,427名
（4）大株主

株 主 名 持株数 持株比率

森トラスト株式会社 574千株 53.37％

戸田建設株式会社 53千株 4.92％

北愛知リース株式会社 21千株 1.95％

株式会社ブロードピーク 16千株 1.49％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 14千株 1.33％

楽天証券株式会社 14千株 1.30％

auカブコム証券株式会社 11千株 1.10％

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 11千株 1.09％

五味 大輔 10千株 0.93％

田中 勝 6千株 0.57％

（注）１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は、自己株式（2,994株）を控除し、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2020年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 鈴 木 均 東洋ハウジング管理株式会社代表取締役社長
森トラスト保険サービス株式会社代表取締役社長

取 締 役 鈴 木 靖 人 駐車場事業部長
取 締 役 矢 部 雅 彦 営業企画部長兼ビル管理事業部長
取 締 役 篠 﨑 延 夫 リニューアル事業部長
取 締 役 安 達 智 一 戸田建設株式会社東京支店建築営業部長
常 勤 監 査 役 阿 部 和 康

監 査 役 福 田 照 幸 森トラスト保険サービス株式会社監査役
福田照幸法律事務所所長

監 査 役 井 上 善 雄 株式会社エル・スタッフビジョン代表取締役社長

監 査 役 笠 原 正 英 森トラスト株式会社監査役
株式会社森トラスト・ホールディングス監査役

（注）１．取締役安達智一氏は、社外取締役であります。
２．監査役阿部和康氏、福田照幸氏及び井上善雄氏は、社外監査役であります。
３．取締役伊齋田治氏は、2019年６月25日付で退任、監査役西本憲良氏、舟山英樹氏は、同日付で辞任
しております。また、同日付で矢部雅彦氏、篠﨑延夫氏が取締役に、井上善雄氏、笠原正英氏が監査
役に就任しております。

４．監査役福田照幸氏及び井上善雄氏は東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

（2）取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

6名
（1）

24百万円
（1）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

6名
（4）

7百万円
（6）

合 計 12名 31百万円
（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、1990年11月28日開催の第40回定時株主総会において年額90百万円以内
（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、1990年11月28日開催の第40回定時株主総会において年額20百万円以内と
決議いただいております。

４．取締役の支給人員には、2019年６月25日開催の第69回定時株主総会の終結の時をもって退任した１
名を含んでおります。

５．監査役の支給人員には、2019年６月25日開催の第69回定時株主総会の終結の時をもって辞任した２
名（うち社外監査役１名）を含んでおります。
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（3）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
・社外取締役安達智一氏の兼職先である戸田建設株式会社は、当社と業務提携の関係によ
り、リニューアル事業において取引を行っております。

・社外監査役福田照幸氏の兼職先である森トラスト保険サービス株式会社は、当社が100
％出資している連結子会社であります。

② 当事業年度における主な活動状況
１）取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（17回開催） 監査役会（14回開催）
出席回数 出 席 率 出席回数 出 席 率

取締役 安 達 智 一 17回 100％ －回 －％
監査役 阿 部 和 康 17回 100％ 14回 100％
監査役 福 田 照 幸 17回 100％ 14回 100％
監査役 井 上 善 雄 13回 100％ 10回 100％
　（注）監査役井上善雄氏の出席率は、就任後開催の取締役会（13回）、監査役会（10回）に

対する出席割合を記載しております。
２）取締役会及び監査役会における発言状況

発言状況

取締役 安 達 智 一 大手建設会社での豊富な経験と業務知識から、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

監査役 阿 部 和 康

森トラストグループ各社の役員であった経験と幅広い知見から、経営の
全般に対し意見を述べるとともに、支配株主等との間における少数株主
の利益に相反する恐れのある取引に関しては、少数株主の保護の観点か
ら適正な審議を求めるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための助言・提言を行っております。また、監査役会において決
裁書類等の調査結果ならびに内部監査について適宜、必要な発言を行っ
ております。

監査役 福 田 照 幸 弁護士としての専門的見地から、当社のコンプライアンス体制の構築・
維持についての発言を行っております。

監査役 井 上 善 雄 金融機関での豊富な経験と財務及び会計に関する知識を活かし、当社意
思決定の妥当性・適正性の確保についての発言を行っております。
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③ 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第
425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としておりま
す。

④ 当社親会社又は当社親会社の子会社から受けた役員報酬等の額
社外監査役が、当社親会社又は当社親会社の子会社（当社を除く）から、当事業年度
において、役員として受けた報酬等はありません。
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５．会計監査人の状況
（1）名称

清陽監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額及び当該報酬等について監査役会が同意した理
由
①公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 12百万円
②公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 1百万円
③当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 14百万円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分
できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載して
おります。

④会計監査人報酬等に監査役会が同意した理由
会計監査人から示された報酬は、その単価のほか、会計監査計画上の会計監査に係る
作業項目・内容及び作業時間の見込み等は妥当と判断し、報酬額に同意しております。

（3）非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務(非監査業務)

である「財務デューデリジェンス業務」を委託し、その対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人の解任につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいず

れかの事由に該当した場合、監査役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、上記の場合の他、会計監査人の職務遂行の状況、監査の品質等を総合的に勘案し
て、監査役会は会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該
決定に基づき、当該議案を株主総会に提案いたします。

（5）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制
（1）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社
の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりでありま
す。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・取締役会を原則として毎月１回開催することのほか、必要に応じて臨時に開催し、重要
な業務執行に関する意思決定を行うとともに、取締役から職務執行の報告を受け、これ
を監督する。
・内部監査部門として社長直属の「内部統制監査室」を設け、コンプライアンス等の内部
管理体制の適正・有効性を検証し、重要な問題事項があれば、社長・取締役会へ適時に
報告する体制を整備する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役の職務の執行に係る情報については、保存期間等の管理方法を定めた社内規程に
基づき適切に保存・管理する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社グループ内外の、損失に結びつく社内外のリスクを識別・分類し、それぞれについ
ての社内規程ないし対応手順と主管部署を定め、リスク発生を防ぐとともにリスク発生
時の損害を最小限にとどめる。
・各取締役は、自らの分掌範囲について、責任を持ってリスク管理を行う。また、重要な
リスクについては、必要に応じて、全社横断的に総合的な対応を図る。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・経営計画において、毎年度の基本的な経営方針・計画を定め、これを軸とした計画・実
施・統制評価のマネジメントサイクルを展開する。
・経営管理に関する社内規程を整備し、各職位の責任・権限や業務の基本的枠組みを明確
にし、迅速かつ適正な意思決定、効率的な業務執行を行う。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・経営理念、行動規範の整備に加え、コンプライアンス教育を実施し、従業員の法令・企
業倫理の遵守を徹底する。
・業務における適法・適正な手続き・手順を明示した社内規程類を整備し運用する。
・適法・適正な業務執行を確認するため、内部監査部門による監査を実施する。
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⑥ 会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制
・当社グループ会社に関する管理は、「関係会社管理規定」に基づき、計画立案から執行
までを総括的に管理・統制するマネジメントサイクルを展開し、重要な事項について
は、取締役会に報告する。

・グループ共通のコンプライアンス等に関する方針のもと、その遵守徹底を図る。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項

・監査役の求めに応じ、内部監査部門に属する使用人を、随時、監査役の職務の補助に当
たらせる。

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
・監査役を補助する使用人の職務執行については、監査役の指揮命令に従い、取締役の指
揮命令からの独立性を確保する。
・監査役を補助する使用人の人事に関する事項については、監査役の意見を尊重する。

⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体
制
・法令に定めるもののほか、重要会議への監査役の出席等により、重要な業務執行に関す
る事項について、監査役に報告する。また、監査役から求められた場合、適切に報告す
る。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・取締役と監査役との定期的な意見交換の実施や内部監査部門と監査役の緊密な連携等に
より、監査の実効性を高めるための環境整備を行う。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた体制整備
・当社は企業倫理規程において、当社の全役職員は社会の秩序と安全に脅威となる反社会
的勢力に対して、毅然とした態度で臨み経済的利益は供与しない旨を規定しておりま
す。
・反社会的勢力排除に向けた取組については、法令及び企業倫理に則り対応することが重
要であるとの認識に基づき、対応部署を管理部として関連情報の収集・管理に努めると
ともに、反社会的勢力への対応マニュアルを制定し、業務運営の中で周知徹底を図って
おります。また、顧問弁護士や公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に登録
する等、外部専門機関との連携を強化することによって、必要情報の収集に努めており
ます。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当連結会計年度における上記体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
当社は、従業員、役員に対し、法令・社内規程等の遵守状況を確認し、忠実に職務を
遂行することを誓約するために、「コンプライアンスセルフチェックシート兼誓約書」の
提出を求めております。
当社の取締役会は、社外取締役１名を含む取締役５名で構成し、監査役４名も出席し

た上で開催し、取締役の職務執行を監督しております。
子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社取締役会におい
て審議し、子会社の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めてお
ります。
内部監査室は、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の

遵守状況について、各部を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締
役及び監査役に報告しております。
監査役は、経営会議等の重要会議や取締役会に出席し、適宜、助言や提言を行ってお
ります。また、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定時監査役会に加えて適宜
臨時監査役会を開催し、監査役間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な場合
は提言の取りまとめを行い、内部監査室・会計監査人と連携し、取締役及び使用人の職
務の執行状況を監査しております。
常勤監査役は、主要な稟議書の回付を受けるとともに、各取締役ならびに各事業部責
任者と面談を実施し、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制状況や、損失に結びつくリスクの管理体制状況等について監査を行
っております。

７．会社の支配に関する基本方針
特記すべき事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額、株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連結貸借対照表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

〔資 産 の 部〕 〔負 債 の 部〕
流動資産 4,169,230 流動負債 1,120,890
現金及び預金 1,353,824 支払手形及び買掛金 86,960
受取手形及び売掛金 54,344 工事未払金 527,781
電子記録債権 8,735 未払法人税等 141,148
完成工事未収入金 868,021 前受金 56,575
未成工事支出金 18 預り金 220,343
短期貸付金 1,850,000 賞与引当金 16,334
その他 34,285 資産除去債務 4,706
固定資産 181,194 その他 67,041
有形固定資産 36,807
建物及び構築物 3,968 固定負債 111,164
機械装置及び運搬具 2,000 長期預り敷金 86,569
土地 22,048 退職給付に係る負債 24,595
その他 8,790
無形固定資産 2,701 負 債 合 計 1,232,054
その他 2,701 〔純 資 産 の 部〕
投資その他の資産 145,405 株主資本 3,120,141
投資有価証券 37,742 資本金 1,072,060
敷金及び保証金 64,634 利益剰余金 2,059,293
繰延税金資産 40,927 自己株式 △11,212
その他 2,101 その他の包括利益累計額 1,948

その他有価証券評価差額金 1,948
純 資 産 合 計 3,122,090

資 産 合 計 4,354,144 負 債 純 資 産 合 計 4,354,144
記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
(20192020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売上高 3,264,673
売上原価 2,368,854
売上総利益 895,819
販売費及び一般管理費 377,538
営業利益 518,280
営業外収益
受取利息 9,066
受取配当金 222
雑収入 311 9,599

経常利益 527,880
税金等調整前当期純利益 527,880
法人税、住民税及び事業税 183,275
法人税等調整額 △1,820 181,454

当期純利益 346,425
親会社株主に帰属する当期純利益 346,425

記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

― 17 ―

2020年06月03日 03時54分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



連結株主資本等変動計算書
(20192020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当期首残高 1,072,060 1,755,936 △10,803 2,817,192
当期変動額
剰余金の配当 △43,068 △43,068
親会社株主に帰属する
当期純利益 346,425 346,425

自己株式の取得 △408 △408
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)
当期変動額合計 ― 303,357 △408 302,949
当期末残高 1,072,060 2,059,293 △11,212 3,120,141

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 2,469 2,469 2,819,662
当期変動額
剰余金の配当 △43,068
親会社株主に帰属する
当期純利益 346,425

自己株式の取得 △408
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額) △520 △520 △520

当期変動額合計 △520 △520 302,428
当期末残高 1,948 1,948 3,122,090
記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
①連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 東洋ハウジング管理株式会社

森トラスト保険サービス株式会社

②主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

③議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等を子会社としなかった会社等の
名称等
該当事項はありません。

④支配が一時的であることと認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財
産又は損益に関する事項
該当事項はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称
該当事項はありません。

②持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の名称等
該当事項はありません。

③議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等の
うち関連会社としなかった会社等の名称等
該当事項はありません。

④持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
該当事項はありません。
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（3）会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、総平均法により算
定）
時価のないもの
総平均法による原価法

（ロ）たな卸資産の評価基準及び評価方法
・未成工事支出金
個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
・有形固定資産
当社及び連結子会社は、主として定率法によっております。ただし、1998年４
月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得
した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ６～15年
工具器具及び備品 ３～15年
・無形固定資産
（ソフトウェア）
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③重要な引当金の計上基準
・賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して
おります。
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④退職給付に係る会計処理方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に
基づき、当連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しております。

⑤重要な収益及び費用の計上基準
・完成工事高の計上基準
進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用
しております。

⑥消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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３．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 45,122千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式 1,079,600株 　－株 －株 1,079,600株

（2）配当に関する事項
①配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年6月25日
定時株主総会 普通株式 43,068 40.00 2019年３月31日 2019年６月26日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年6月23日
定時株主総会 普通株式 繰越利益

剰余金 43,064 40.00 2020年３月31日 2020年６月24日
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５．金融商品に関する注記
①金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業計画に照らして、必要な資金を調達することとしており、その調
達方法は資金所要の長短等を踏まえ、決定することとしております。
なお、当連結会計年度末日時点で外部資金調達による借入金等はありません。
また、余剰資金については、安定性を重視した運用に限定しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、取引先毎の期日管理及び残高管理を行う等の方法により管理しておりま
す。
短期貸付金は、親会社に対するものであり、また、短期の貸付であることから、信用リ
スクは僅少であると判断しております。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに
関しては、上場株式については四半期毎に時価の把握を行うこと等により管理しておりま
す。
営業債務である工事未払金、預り金は、１年以内の支払期日であります。
また、営業債務は流動性リスクに晒されております。当該リスクに関しては、各部署か
らの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更新すること等により管理しており
ます。

②金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（1）現金及び預金 1,353,824 1,353,824 ―
（2）完成工事未収入金 868,021 868,021 ―
（3）短期貸付金 1,850,000 1,850,000 ―
（4）投資有価証券

その他有価証券 37,742 37,742 ―
資産計 4,109,589 4,109,589 ―

（1）工事未払金 527,781 527,781 ―
（2）預り金 220,343 220,343 ―

負債計 748,124 748,124 ―
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（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）完成工事未収入金並びに（3）短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

（4）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（1）工事未払金、（2）預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

６．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,899円94銭
（2）１株当たり当期純利益 321円76銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

９．その他の注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

〔資 産 の 部〕 〔負 債 の 部〕
流動資産 3,443,540 流動負債 856,967
現金及び預金 900,820 買掛金 82,500
電子記録債権 8,735 工事未払金 527,781
売掛金 37,193 未払金 16,313
完成工事未収入金 868,021 未払費用 2,717
未成工事支出金 18 未払法人税等 130,367
前払費用 10,237 未払消費税等 40,097
短期貸付金 1,600,000 前受金 37,051
その他 18,513 預り金 1,739
固定資産 463,044 賞与引当金 12,464
有形固定資産 35,958 資産除去債務 4,706
建物 3,095 その他 1,228
構築物 872 固定負債 103,288
車両運搬具 2,000 長期預り敷金 87,951
工具、器具及び備品 7,941 退職給付引当金 15,336
土地 22,048 負 債 合 計 960,255
無形固定資産 1,904 〔純 資 産 の 部〕
ソフトウェア 1,904 株主資本 2,944,381

投資その他の資産 425,181 資本金 1,072,060
投資有価証券 37,742 利益剰余金 1,883,533
関係会社株式 310,000 利益準備金 43,106
長期前払費用 91 その他利益剰余金 1,840,426
敷金及び保証金 54,634 繰越利益剰余金 1,840,426
繰延税金資産 22,713 自己株式 △11,212

評価・換算差額等 1,948
その他有価証券評価差額金 1,948
純 資 産 合 計 2,946,329

資 産 合 計 3,906,585 負 債 純 資 産 合 計 3,906,585
記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
(20192020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売上高 2,955,238
売上原価 2,175,952
売上総利益 779,285
販売費及び一般管理費 314,845
営業利益 464,439
営業外収益
受取利息 7,809
受取配当金 222
業務受託料 6,240
雑収入 234 14,505

経常利益 478,944
税引前当期純利益 478,944
法人税、住民税及び事業税 165,619
法人税等調整額 △675 164,943
当期純利益 314,001

記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(20192020

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当期首残高 1,072,060 38,799 1,573,801 1,612,600 △10,803 2,673,856
当期変動額
剰余金の配当 △43,068 △43,068 △43,068
利益準備金の積立 4,306 △4,306 ― ―
当期純利益 314,001 314,001 314,001
自己株式の取得 △408 △408
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 ― 4,306 266,625 270,932 △408 270,524
当期末残高 1,072,060 43,106 1,840,426 1,883,533 △11,212 2,944,381

評価・換算
差 額 等

純資産
合 計そ の 他

有価証券
評価差額金

当期首残高 2,469 2,676,326
当期変動額
剰余金の配当 △43,068
利益準備金の積立 ―
当期純利益 314,001
自己株式の取得 △408
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △520 △520

当期変動額合計 △520 270,003
当期末残高 1,948 2,946,329
記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

― 27 ―

2020年06月03日 03時54分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



個別注記表
１．継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
（イ）子会社株式

総平均法による原価法
（ロ）その他有価証券
・時価のあるもの
事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は総平均法により算定しております。）
・時価のないもの
総平均法による原価法

②たな卸資産
・未成工事支出金
個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定
額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ７～15年
工具器具及び備品 ３～15年

②無形固定資産
・ソフトウェア
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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（3）引当金の計上基準
①賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。
②退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末に発生していると認められる額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗
率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま
す。

（5）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 41,404千円
（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①短期金銭債権 2,464,353千円
②長期金銭債権 24,592千円
③短期金銭債務 107,154千円
④長期金銭債務 1,382千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①営業取引（収入分） 1,226,913千円
②営業取引（支出分） 886,855千円
③営業取引以外の取引（収入分） 14,043千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 2,891株 103株 －株 2,994株
変動事由の概要
増加：単元未満株式の買取請求により取得した株式103株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産
賞与引当金 3,816千円
貸倒引当金 3,072千円
退職給付引当金 4,696千円
未払事業税 7,107千円
未払事業所税 241千円
未払費用 572千円
電話加入権評価損 142千円
投資有価証券評価損 923千円
資産除去債務 1,440千円
その他 1,728千円
繰延税金資産合計 23,742千円
繰延税金負債
　資産除去債務に対応する除去費用 169千円
その他有価証券評価差額金 859千円
繰延税金負債合計 1,029千円
繰延税金資産（負債）の純額 22,713千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

親会社 森トラスト
株式会社

（被所有）
直接
53.52

ビル・住宅等の内装工事
及びリニューアル工事の
請負、建築及び設計施工
監理、駐車場・不動産の
運営管理、業務の委託等

工事の請負 1,211,453 完成工事
未収入金 853,026

業務の委託 64,537 工事未払金 44,529
管理の受託 5,140 売掛金 278
駐車場等賃借 797,332 前払費用 162

敷金及び保証金 7,416
買掛金 59,127

事務所賃借 17,555 前払費用 1,609
敷金及び保証金 17,175

親会社
株式会社森ト
ラスト・ホー
ルディングス

（被所有）
間接
53.52

資金の貸付等
貸付資金の回収 400,000 短期貸付金 1,600,000
資金の貸付 400,000
利息の受取 7,803

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等
一般的な市場価格等を勘案して決定しております。なお、資金の貸付については担保は受け入れておりません。

（2）子会社

属性 会社等の名称
議決権等
の 所 有
（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社
森トラスト保
険サービス株
式会社

（所有）
直接
100

事務業務の受託等 事務業務の受託 6,240 未収入金 1,144

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等
一般的な市場価格等を勘案して決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,736円68銭
（2）１株当たり当期純利益 291円64銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株式事務についてのご案内

事 業 年 度：４月１日から翌年３月31日までの１年

定時株主総会基準日：３月31日

定時株主総会開催日：６月中

単 元 株 式 数：100株

株 主 名 簿 管 理 人：
(特別口座管理機関)

東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 所：東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

（郵便物送付先
電話お問合せ先） 〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目８番４号

みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120-288-324（フリーダイヤル）

同 取 次 所：みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほ証券株式会社 本店及び全国各支店

公 告 掲 載 方 法：電子公告とします。ただし、事故その他のやむを得ない
事由により電子公告をすることができないときは、日本
経済新聞に掲載する方法により行います。
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